
第１２４号議案

　（科　　　　目） 　　（既決予定額） 　　（補正予定額） （　　計　　）

第１款　　資本的収入 502,704 千円 700,000 千円 1,202,704 千円

　 第１項 企業債 21,200 千円 400,000 千円 421,200 千円

　 第３項 他会計補助金 0 千円 300,000 千円 300,000 千円

第１款　　資本的支出 512,704 千円 700,000 千円 1,212,704 千円

    第３項 他会計借入金償還金 0 千円 300,000 千円 300,000 千円

    第４項 長期貸付金 0 千円 400,000 千円 400,000 千円

    第５項 予備費 10,000 千円 0 千円 10,000 千円

第４条　予算第７条の次に次の１条を加える。

（他会計からの補助金）

第８条　病院事業における建設改良費等に係る企業債の元利償還等に充てるため、一般会計

からこの会計へ補助を受ける金額は、８３９，０１１千円である。

収　　　　　　入　　　　

令和２年度大村市病院事業会計補正予算（第１号）

第１条　令和２年度大村市病院事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

第２条 令和２年度大村市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第４条に定めた資本的収入
及び支出の予定額を次のとおり補正する。

支　　　　　　出　　　　

第３条　予算第５条に定めた起債の目的及び限度額を次のとおり補正する。

令和２年１１月３０日提出

　　     大村市長　　 園　田　 　裕　史

起債の目的 既決限度額 補正限度額 計

千円 千円 千円

２１,２００ ４００,０００ ４２１,２００

市立大村市民病院
医療機器購入

指定管理者への長期
貸付金の資金
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 既決予定額
（千円）

 補正予定額
（千円）

計
（千円）

備     考

1 資 本 的 収 入 502,704 700,000 1,202,704

1 企 業 債 21,200 400,000 421,200

1 企 業 債 21,200 400,000 421,200

3
他 会 計
補 助 金

0 300,000 300,000

1
他 会 計
補 助 金

0 300,000 300,000
一般会計補助
金

　 　

 既決予定額
（千円）

 補正予定額
（千円）

計
（千円）

備　　考

1 資 本 的 支 出 512,704 700,000 1,212,704

3
他会計借入
金 償 還 金

0 300,000 300,000

1
他会計借入
金 償 還 金

0 300,000 300,000

モーターボー
ト競走事業会
計からの長期
借入金償還金

4 長期貸付金 0 400,000 400,000

1 長期貸付金 0 400,000 400,000

令和２年度大村市病院事業会計補正予算実施計画

 収　　　　　 入 　

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目

款 項 目

支　　　　　 出
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千円

1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 251,330

減価償却費 705,736
予算あり→ 固定資産除却費 10,000

長期前受金戻入額 △ 478,927

受取利息及び配当金 0

支払利息 56,035

有形固定資産売却損益（△は益） 0

未収金の増減額（△は増加） 101

未払金の増減額（△は減少） △ 475

小計 41,140

利息及び配当金の受取額 0

利息の支払額 △ 56,035

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 14,895

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 31,230

国庫補助金等による収入 0

一般会計からの繰入金による収入 481,504

その他の企業債による収入 400,000

負担金による収入 0

寄附金による収入 0

投資その他の資産による支出 △ 400,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 450,274

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 21,200

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 481,474

その他の企業債の償還による支出 0

その他の他会計借入金の償還に充てるための一般会計からの繰入金による収入 300,000

その他の他会計借入金の償還による支出 △ 300,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 460,274

資金の増加額（又は減少額） △ 24,895

資金期首残高 41,016

資金期末残高 16,121

令和２年度大村市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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円 円 円 円

１

(1)

イ 241,274,022

ロ 8,371,969,910

△ 2,891,899,010 5,480,070,900

ハ 605,415,792

△ 97,052,101 508,363,691

ニ 2,207,971,594

△ 1,511,451,856 696,519,738 　 　

6,926,228,351

(2)

イ 400,000,000

400,000,000

7,326,228,351

２

(1) 16,120,527

(2) 638,544

16,759,071

　

7,342,987,422

令和２年度大村市病院事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和３年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 貸 付 金

投資その他の資産合計

資 産 合 計
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３

(1)

ロ 400,000,000

6,548,487,584

(2)

ロ 0

0

6,548,487,584

４

(1) 0

(2)

ロ 0

518,196,630

(3) 0

(4) 350,000

518,546,630

５

(1) 8,633,954,910

(2) △ 7,279,759,611

1,354,195,299

8,421,229,513

６ 629,463,783

７

(1)  

イ 241,274,022

ロ 300,000,000

541,274,022

(2)  

イ 2,248,979,896

2,248,979,896

△ 1,707,705,874

△ 1,078,242,091

7,342,987,422

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

イ
建設改良等の財源に充てる
た め の 企 業 債

6,148,487,584

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金

イ
建設改良等の財源に充てる
た め の 長 期 借 入 金

0

そ の 他 の 長 期 借 入 金

他 会 計 借 入 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

企 業 債

イ
建設改良等の財源に充てる
た め の 企 業 債

518,196,630

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 補 助 金

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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注記

Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法

 （１）　有形固定資産

 ・ 減価償却の方法 定額法による。

 ・ 主な耐用年数

建物 １３年 ～ ３９年

構築物 １０年

器械備品 　１年 ～ １５年

２　職員の給与費等について

平成２６年度から職員の給与費と法定福利費は、一般会計がその全部を負担することになったため、地

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する事項

間接法による。

Ⅲ　予定貸借対照表等関連

　企業債の償還に係る一般会計の負担

令和２年度において、貸借対照表に計上されている企業債 （当該年度末の翌日から起算して１年以内

方公営企業法施行規則第２２条の規定による引当金は計上していない。

に償還予定のものも含む。） のうち、 一般会計が負担すると見込まれる額は７，０６６，６８４千円である。
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